
エネルギー需給構造の課題と施策の方向性

○ 我が国はエネルギー源を海外の資源に大きく依存しており、これがエネルギー供給体制の根本的な脆弱性となっている。

○ この他にも、原子力発電の安全性に対する懸念、低廉で安定した電力の供給、温暖化対策等、複雑かつトレードオフの関係と
なる課題を抱えている。

○ これらの課題を踏まえて、エネルギー政策の基本的視点は「３Ｅ＋Ｓ」（安全性、安定供給、経済効率性の向上、環境への適
合）となっている。

○ これらの課題に単純な解決策は無く、「多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造」の構築によって解決を目指す。

出典：「エネルギー基本計画」（平成26年4月閣議決定)

“多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造”の構築
(1)各エネルギー源が多層的に供給体制を形成する供給構造の実現
(2)エネルギー供給構造の強靱化の推進
(3)構造改革の推進によるエネルギー供給構造への多様な主体の参加
(4)需要家に対する多様な選択肢の提供による、需要サイドが主導する

エネルギー需給構造の実現
(5)海外の情勢変化の影響を最小化するための国産エネルギー等の開

発・導入の促進による自給率の改善
(6)全世界で温室効果ガスの排出削減を実現するための地球温暖化対

策への貢献

エネルギー政策の基本的視点（３Ｅ＋Ｓ）
「安全性（Safety）」を前提とした上で、エネルギーの「安

定供給（Energy Security）」を第一とし、「経済効率性の向
上（Economic Efficiency）」による低コストでのエネルギー
供給を実現し、同時に、「環境への適合（Environment）」を
図るため、最大限の取組を行う。

電力需要に対応した電源構成

時間
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重点的に取り組む課題

我が国のエネルギー需給構造が抱える課題を踏まえ、また北海道の状況を考慮し、北海
道において重点的に取り組む課題の一部として以下のものを取り上げる。

１．再生可能エネルギーのさらなる導入に向けた取組

再生可能エネルギーについては、2013年から３年程度、導入を最大限加速してい
き、その後も積極的に推進していくことが、政府の基本方針。

北海道は再生可能エネルギーの賦存量が大きく、温暖化対策・エネルギー安全保障
への貢献及び地産地消による地域の活性化を目指し、積極的に取り組むことが期待
される。

２．暖房用熱源や自動車燃料に関する取組

北海道は電源における化石燃料消費が多いだけではなく、暖房用熱源としての消
費、またその散居型の地域構造から交通を自動車に依存しており、その燃料として
の消費も多く、経済効率性に配慮しつつその削減に取り組むことが期待される。

国の方針と北海道の状況の双方を踏まえ、北海道におけるエネルギー需給に関する施策
の組合せであるエネルギー・ポートフォリオを、関係する者と連携して検討・推進していく必要
があると考えられる。
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○ 北海道は風力、太陽光、バイオマス等の再生可能エネルギーのポテンシャルが高く、それ
らのさらなる活用が期待される。

出典：北海道経済産業局「メガソーラー・風力発電等の開発動向と課題について」、平成24年７月18日

再生可能エネルギーのポテンシャル

出典：北海道「北海道バイオマス活用推進計画」、平成25年12月

日射量マップ陸上風力の導入ポテンシャル分布

乳用牛ふん尿の有効利用可能量分布
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洋上風力の導入ポテンシャル分布

出典：環境省「平成25年度 再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」

出典：環境省「平成25年度 再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」

洋上風力の「基本となる導入ポテン
シャル」の分布図
（風速6.5m/s以上、島嶼部控除なし）

陸上風力の導入ポテンシャル分布図
（風速分布）

エネルギーに係る課題と施策の方向性

○ 北海道の豊富な再生可能エネルギーの賦存量を踏まえ、エネルギー基本計画に基づき、
さらなる再生可能エネルギーの導入を図る。

○ 暖房用熱源や自動車燃料に関し、経済効率性に配慮しつつ、化石燃料消費の削減を図
る。

現状と課題 施策の方向性

• 原発停止に伴い、電力用の化石燃料の輸入量が増

加、電気料金、ひいては産業・民生全般に影響。また、

北海道では別途、暖房と運輸部門で化石燃料を多量

に消費している。

• 北海道は再生可能エネルギー全般のポテンシャルが

高く、固定価格買取制度により再エネ導入量は増え

たが、電力の安定供給の観点から、系統制約が顕在

化。

風力発電の導入ポテンシャル

【電源】

• 化石燃料の中では比較的廉価でCO2排出量の少な
いLNGの導入を図る。

• 道内送電網の強化、地域間連系線（北海道において
は北本連系線）の活用等、再生可能エネルギー導入
のための取組を図る。

• 地域分散化エネルギーシステムの導入や水素による
余剰電力の貯蔵・利用等、再生可能エネルギー導入
を支援する取組を図る。

【暖房用熱源】

• 寒冷地用ヒートポンプや断熱構造の普及を図る。

• 循環資源由来のバイオマス熱源の導入を図る。

• コージェネレーションによる効率化を図る。

【自動車燃料】

• 燃料電池自動車（FCV）を含む次世代自動車の普及
を図る。

出典：環境省「平成25年度 再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」 14

陸上

13,191万kW

陸上

26,628万kW 

洋上

38,360万kW 

洋上

138,265万kW

北海道

全国

導入ポテンシャル 164,893万kW

導入ポテンシャル 51,551万kW

全国の風力発電の
導入ポテンシャル
のうち、約３分の１
を北海道が占めて
いる

地域分散型エネルギーシステム

○ 再生可能エネルギーを用いた地域分散型エネルギーシステムの構築は、調整電源の規模
や稼働率の面からコスト低減に寄与するとともに、緊急時に大規模電源などからの供給に
困難が生じた場合でも、地域において一定のエネルギー供給を確保することに貢献。

分散型エネルギーシステムのイメージ

出典：環境省「平成27年度環境省予算（案）主要新規事項等の概要」
（自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業） 15

地域分散型エネルギーシステム導入への取組

○ 地域のバイオマス等の再生可能エネルギーを活用した地域分散型エネルギーシステム構
築への取組が見られる。

地域のバイオマスを活用した地域づくり
（バイオマス産業都市）

出典：バイオマス産業都市関係府省連絡会議「バイオマス産業都市について（平成26年度）」

・経済性が確保された一貫システムを構築し、地域の特色を活かしたバイ
オマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを目指す
地域であるバイオマス産業都市を、関係７府省※が共同で選定。

・北海道では、十勝地域（十勝管内19市町村）、下川町、別海町、釧路市、
興部町の５地域がバイオマス産業都市に選定されている。

※関係７府省：内閣府､総務省､文部科学省､農林水産省､経済産業省､国土交通省､環境省

興部町バイオマス産業都市モデルイメージ

出典：興部町「興部町バイオマス産業都市構想」、平成26年1月

札幌市における熱供給の取組
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出典：（一財)新エネルギー財団HP､林野庁「平成25年度 森林・林業白書」

・㈱北海道熱供給公社では、札幌駅南側の商業施設、オ
フィスビル、北海道庁など約106haに対して熱供給を実施。

・札幌駅南口エネルギーセンターでは、大規模天然ガス
コージェネレーションシステムを導入。ガスタービン発電機
の排熱を用いて冬期間のロードヒーティング用温水を製造
するカスケード利用や、低温外気を利用して冷水を製造す
るフリークーリングシステムを導入する等、エネルギー利
用効率、省エネ性・環境保全性の向上を図っている。

・中央エネルギーセンターでは、平成21年度からそれまで
主に使用していた石炭を全て取りやめ、木質バイオマス
（主に建設廃材と林地未利用材）の利用を開始している。

出典：㈱北海道熱供給公社HP

フリークーリングシステム

(地域冷暖房プラント）

・冬の冷たい外気をJRタワーの駐車場棟屋上にある「冷却塔」から
取り込み、 冷水製造を行い、各施設に冷水を送る。

国土審議会北海道開発分科会第３回計画部会（平成27年５月21日）配付資料から抜粋

1

参考資料１



再生可能エネルギーの水素による貯蔵・利用

○ 出力が変動する再生可能エネルギーは、需給の差によって余剰が生じる。

○ 水素は燃料電池コジェネやFCV等、利用範囲が広く、利用時に水以外を排出しないクリーンな二次
エネルギーとして、今後の利用拡大が期待されている。

○ 水素は様々な手段で製造できるが、水の電気分解でも製造でき、有力な電力貯蔵手段となり得る。

○ 現在流通する水素は化石燃料の改質等で製造され、製造過程でCO2を排出するが、再エネ由来水
素はCO2を排出せず、温暖化対策に貢献する。

再エネ電力の余剰 電力貯蔵手段としての水素 再エネ由来水素の利用

出典：資源エネルギー庁「エネルギー・固定価格買取制度
の運用見直し等について」、平成27年1月22日を基に作成

発
電
出
力

最小需要日の需給イメージ

余剰が生じる

電力系統へ供給

再エネ電力

貯蔵･利用が必要

H2

水素による貯蔵

・用地を選ばない
・経時的な損失が少ない
・可搬性

再エネ電力
化石燃料改質等

水 素

水電気分解
CO2フリー水素

CO2発生

FCV
燃料電池コジェネ
(エネファーム等)

水素発電

出典：経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」
を基に作成

再エネ余剰電力

水の電気分解
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平成26年度 NEDO「水素社会構築技術開発事業」

再生可能エネルギーによる水素利活用

○ 環境省「地域連携･低炭素水素技術実証事業」や国立研究開発法人新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）「水素社会構築技術開発事業」等の実証実験等による再生可能
エネルギーによる水素利活用の取組が進んでいる。
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福岡市における下水バイオガス由来水素の利活用鹿追町における家畜ふん尿由来水素の利活用

苫前町における風力由来水素の利活用

家畜ふん尿由来のバイオガスから製造した水素を、水素
ガスボンベを活用した簡易な輸送システムにより輸送し、
地域内の施設の定置用燃料電池等で利用。

風力から製造した
水素を熱供給等
に利用。

出典：苫前町HP

平成27年度 環境省「地域連携･低炭素水素技術実証事業」

下水バイオガスから高純度水素を製造、下水処理場に水
素ステーションを構築し、FCV等への利用により温室効果
ガスを削減。

平成26年度 国土交通省「下水道革新的技術実証事業」

出典：国土交通省プレスリリース、平成27年３月

出典：環境省「平成27年度環境省予算（案）主要新規事項等の概要」
（再エネ等を活用した水素社会推進事業）

・省エネルギー及びCO2削減効果が高い家庭用燃料電池（エネ
ファーム）の更なる普及の促進を図るため、設置者に対し導入費
用の補助を行うことで早期に自立的な市場を確立し、2020年に
140万台、2030年に530万台の普及目標を達成する。

・特に新築住宅のみならず、普及が遅れている既築住宅におい
て、既設給湯器からの買換えを重点的に促進。

暖房用熱源における化石燃料の消費の削減

○ 建築物の省エネルギーへの取組や、省エネルギー及びCO2削減効果が高い家庭用燃料電
池システム（エネファーム）の普及への取組が見られる。

省エネルギーへの取組
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・シチズン夕張(株)では、北海道特有の冷涼な外気を活用した外
気冷房方式と、室内で発生する廃熱およびオイルミストなどの汚
染物質を効率良く排出する置換換気システムを併用した「外気冷
房併用型置換換気システム」を導入。

・健康で安全な作業環境を維持しつつ、空気調和に必要な送風
機のエネルギー消費量を抑える。

・平成26年度「北国の省エネ・新エネ大賞【節電部門】」を受賞。

家庭用燃料電池（エネファーム）の導入支援

出典：経済産業省「平成27年度 資源・エネルギー関係予算の概要」、平成27年４月

＜戸建住宅用＞ ＜集合住宅用＞

置換換気空調システム

出典：北海道経済産業局HP

出典：シチズン夕張(株)HP

地域交通のグリーン化の推進

○ 環境対応車への買い換え・購入や電気自動車等を活用したまちづくり等を支援することに
より、地球温暖化対策、大気汚染対策、低炭素まちづくり、地域防災対策等の推進を図る。

出典：稚内市ＨＰ

地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進

自然保護のためのマイ
カー規制を実施する観
光地における電気バス
の導入（岩手県宮古市）

「優れた取組」の創出による
全国各地への普及・伝播

住宅地等で頻繁に停車する郵便
集配業務で、排出ガスが無く、静
音性が高い特性を持つ電気トラッ
クによる地域の住民に配慮した
運送を実施（栃木県宇都宮市他）

環境対応車普及促進対策の支援内容

出典：国土交通省ＨＰ

出典：国土交通省ＨＰ

電気自動車用充電器の設置状況

急速充電器は、約3,000基（CHAdeMO 協議会調
べ：平成27年２月末時点設置ベース）

普通充電器は、約11,000基（（一社）電動車両用
電力供給システム協会調べ：平成26年12月末時
点出荷ベース）

具体的には、高速道路SA・PA（約280基）、全国
道の駅（約300基）をはじめ、ショッピングセンター
やコンビニエンストアなどに整備が進展。

「道の駅わっかない」
電気自動車用急速充電スタンド

出典：経済産業省ＨＰ 「News Release（平成27年３月12日）」 20

補助対象 補助率

CNGトラック･バス ○経年車の廃車を伴う新車購入の場合
通常車両価格との差額の1/2以内又は
車両本体価格の1/4以内

○新車のみの購入の場合
通常車両価格との差額の1/3以内又は
車両本体価格の1/4以内

ハイブリッド
トラック･バス

使用過程車の
CNG車への改造

改造費の1/3以内

ゼロエミッション性
など固有の価値
に着目しこれを
活かした導入

地域主導や
事業者間連携による

集中的導入等

非常給電機能
に着目し、地域
防災等の計画と
連携した導入

＜電気自動車(プラグインハイブリッド自動

車や燃料電池車を含む)の導入補助＞

バス：車両本体価格の1/2

トラック等：車両本体価格の1/3

※燃料電池車：車両本体価格の1/2

＜充電施設の導入補助＞

バス：導入費用の1/2

トラック等：導入費用の1/3

支援対象 支援内容 実感できる効果

産学官連携による再生可能エネルギーと水素への取組

○ 北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの活用を、水素を利用することにより促進さ
せ、水素を活用した地域づくりを検討することを通じて地域に貢献していくことを目的に、産
学官連携による「北海道水素地域づくりプラットフォーム」を平成27年５月に設立予定。

＜活動内容＞
・水素を活用した地域づくりの方針に関する意見交換
・水素を活用した地域づくりに関する情報交換、視察の実施、

地方公共団体及び民間企業による先進的取組の支援

＜活動計画＞
・平成27年度～平成31年度の５年間程度の活動を予定
・道内の水素関連事業の促進に資する活動
・年２～３回程度、参加者の間で意見交換、議論
・年１回一般向け講演会、水素を活用した地域づくりに関する情報発信
・先進地域の視察 等

＜目的＞
・水素利用による北海道の再生可能エネルギーの活用促進
・水素を活用した地域づくりの検討
・地域経済の活性化等への貢献

＜組織＞
・座長：佐伯浩 北海道大学名誉教授（前北海道大学総長）
・座長代理：近久武美 北海道大学大学院工学研究院教授
・参加者：国､地方公共団体､有識者､民間企業､関係法人 等
・事務局：国土交通省北海道開発局

＜検討経緯＞

平成26年11月20日
公開シンポジウム

「北海道における水素社会の実現に向けて」（札幌市）

平成27年１月28日
北海道水素地域づくりプラットフォーム準備会（札幌市）

平成27年５月25日
北海道水素地域づくりプラットフォーム

平成27年度第１回会合 開催予定（札幌市） 写真：公開シンポジウムの様子

北海道水素地域づくりプラットフォーム

北海道水素地域づくりの検討経緯

21

有識者

北海道水素地域づくりプラットフォーム

国

地方公
共団体

民間
企業

関係
法人

22

北海道の特性を活かした期待される将来像

北海道の豊富な再エネポテンシャルを活かしたエネルギー供給の未来

○ 風力や太陽光等の豊富に賦存する再生可能エネルギーを、電力や水素の地産地消や移
出等によって活用するエネルギーシステムの構築が期待される。

2
資料掲載URL「http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s103_hokkaido_keikaku.html」



 

漁村地域におけるコールドチェーンと再生可能エネルギーの活用イメージ 
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